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情報通信審議会 情報通信政策部会 

総合政策委員会（第９回）議事録 

 

第１ 開催日時及び場所 

   令和４年４月２８日(木) １３：００～１５：００ 

   於、ウェブ開催 

 

第２ 出席した構成員（敬称略） 

森川 博之（主査）、三友 仁志、桑津 浩太郎、増田 悦子、山中 しのぶ、 

岩浪 剛太、大谷 和子、森 亮二 

 

第３ 出席した関係職員 

 （１）総務省 

   （国際戦略局） 

    大森 一顕（国際戦略課長） 

    新田 隆夫（技術政策課長） 

   （情報流通行政局） 

    飯倉 主税（放送政策課長） 

    高田 義久（郵政行政部企画課長） 

   （総合通信基盤局） 

    木村 公彦（電気通信事業部事業政策課長） 

   （サイバーセキュリティ統括官室） 

    梅村 研（参事官（総括担当）） 

   （情報通信政策研究所） 

    高地 圭輔（所長） 

 

 （２）事務局 

    竹村 晃一（官房総括審議官） 

    辺見 聡（官房審議官） 

    大村 真一（情報通信政策課長） 
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    西潟 暢央（情報通信政策課企画官） 

 

第４ 議題 

（１）「2030年頃を見据えた情報通信政策の在り方」について【令和３年９月30日付け 諮

問第26号】 

（２）その他 

 

開会 

 

○植田主査 お世話になっております。事務局でございます。本日も、お忙しい中、ご出

席いただきまして、誠にありがとうございます。 

委員会開会に先立ちまして、事務局からご案内をさせていただきます。 

本日もオンライン会議となりますので、進行を円滑に行うため、ご発言を希望される

方は、チャット機能によりご発言がある旨お知らせください。主査からご指名ございま

したら、マイクとカメラをオンにしていただき、お話しください。その際、発言者を参

加されている皆様が把握できるようにするため、ご発言いただく際は、冒頭にお名前を

おっしゃっていただきますようにお願いいたします。 

また、ハウリングなどの防止のため、発言時以外はマイクとカメラをオフにしていた

だきますようお願いいたします。 

音声がつながらなくなった場合には、チャット機能でお知らせいただければと思いま

す。 

それでは、以降の議事進行につきましては、森川主査からよろしくお願いいたします。 

○森川主査 それでは、皆様、こんにちは。本日もお忙しい中お集まりいただきましてあ

りがとうございます。 

これから、総合政策委員会の第９回を開催させてください。本日は１３名中８名の先

生方にご出席いただけると伺っております。 

 

議事 

 

（１）「2030年頃を見据えた情報通信政策の在り方」について 
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○森川主査 それでは、議題のほうに移りたいと思いますが、資料につきましては、委員

の皆様方におかれましては、事務局から送付いただいたメールの添付資料をご覧くださ

い。また、傍聴の皆様は、事務局からのメールに記載された総務省ホームページのＵＲ

Ｌからご覧いただければというふうに思います。よろしいですか。 

本日の議題も、令和３年９月３０日付諮問第２６号「２０３０年頃を見据えた情報通

信政策の在り方」となります。本日は、報告書（案）に関してご議論いただくことにし

ております。 

これからのスケジュール感ですが、全体としては、報告書に関して１時間弱でご説明

いただいて、残りの１時間で皆様方から、欠けている点や追記したほうがいい点等をコ

メントいただければというふうに考えております。報告書（案）自体はボリューミーで

すので、まず、ご説明に当たっては、第１章と第２章のところをご説明いただいて、事

実関係や内容に関するご質問等はそこで一旦お受けします。その後、第３章のご説明を

いただいた後、報告書をこれからどうしていけばいいのか等に関して先生方からご意見

を頂戴するという進め方とさせてください。よろしくお願いいたします。 

それでは、まず西潟企画官、ご説明のほうをお願いいたします。 

○西潟企画官 では早速ですが、報告書（案）ということで、内容のご紹介、ご説明をさ

せていただきたいと思います。 

第１章のほうで、ＩＣＴの現状・動向ということでまとめたものを用意しております。

その後、第２章で政府全体の会議体やその取組の動きについてご紹介させていただいて、

第３章で提言をいただく形という３部構成になっております。そのうちの最初の２つに

ついて、これからご説明とご紹介をさせていただきたいと思います。 

それでは、報告書案の２ページになりますが、第１章のＩＣＴの現状と動向というこ

とでございまして、冒頭に見取図のようなものをつけております。利用者起点で考える

うえで、利用者の接点となるところは機器と端末であり、スマートフォンがその代表か

と思います。それから電気通信事業者や放送事業者のネットワーク、クラウド・データ

センター、その上位レイヤーと言われるコンテンツ及びサービスがあり、その間にある

クラウドやデータセンターのプレゼンスが最近大きくなっています。また、ここに含ま

れていませんが、ソフトウエアあるいはデータにも留意が必要ということです。 

特にソフトウエアは、クラウドから上の、コンテンツ・サービスの間をつなぐ部分と
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して、いろいろ出てくるところがございます。そこかしこにソフトウエアがあり、横断

的な部分としてデータというのも含まれているということにご留意いただければと思

います。 

Ｐ．２の下のほうになります。ここから、１の概況には第１回会合で事務局のほうか

らご紹介させていただいたものも含まれます。また、この間に私どものほうで収集した

資料を追加で足している部分もございますので、併せてご説明していきたいと思います。 

まず、（１）です。情報通信産業のＧＤＰにつきましては、微増ではありますけど、ど

ちらかというと横ばいであり、日本全体から見れば約１割ということでございました。 

ページをおめくりいただきまして、情報通信産業のＧＤＰの内訳ということで書いて

おります。通信と放送で大体４分の１ほどというような状況です。それ以外のところが

サービスだったり機器だったりコンテンツだったりということでございます。 

その後、（２）従業者数で、今横ばいで推移しているというのが一点。右側が労働生産

性の比較ということで、このグラフは国内産業の比較ですが、情報通信産業はほかの産

業と比べて高いです。 

他方、（３）の後段で記載をさせていただいておりますが、若林先生から第４回、昨年

１２月の会合のときに資料を通していろいろとご指摘いただいた点で、海外と比較する

と情報通信産業の生産性が実はそれほど高くないということで、ここでは数値を記載し

ております。 

続きまして、（４）で情報化投資ということで、投資自体に伸びがないということをこ

の委員会の中でもご指摘いただいておりました。日米比較において、絶対額で見ると大

分差が開いてしまっているというのが１点です。また、その右側は用途ということで、

「攻めの投資」、「守りの投資」といった言い方をする場合がございますが、我が国で行

われている情報化投資でＩＣＴ投資、ＩＴ投資といったものは、どちらかというと守り

のほうが多いというのが実態として挙げられております。 

続いてのグラフが研究費、それからその次のページに行きますと、その研究者数の推

移でございます。 

（６）は、第１回でも少しディスカッションいただきましたが、ＩＣＴの財・サービ

スの輸出入ということです。全体の部分と財・サービス、あるいはそれを個別に分けた

ものということでグラフを載せておりますが、端的に申し上げると２０１０年代に入っ

てから、ＩＣＴの分野に関しては入超の増加が著しいということが挙げられます。 
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内訳として、その全てがブレークダウンできているわけではございませんが、例えば

財に関して言えばスマートフォンやＰＣの輸入の増加が挙げられ、サービスについては、

情報処理という項目で結構多くなっていますので、パブリッククラウドのサービスや、

映像・動画配信、プラットフォームからのサービスといったものがその要因と考えられ

るところでございます。 

続きまして、分野別の現状・動向ということで参りまして、最初にネットワーク、電

気通信事業ということでございます。 

ブロードバンドの状況等ということで、まずはトラヒックです。上の図に関しては第

１回でもご紹介いたしましたが、コロナの影響もございまして、２１年５月までの１８

か月の間で約２倍となりました。 

移動通信、モバイルに関しても、１８か月で２倍というのと似たような形の右肩上が

りで、平均で見てもあるいは契約当たりで見ても、５年間で３倍近く、それぞれ上がっ

ているということでございます。 

７ページのほうに移ります。こちら、ブロードバンドの整備率とモバイルブロードバ

ンドの普及に関するＯＥＣＤのデータです。令和３年の白書でも使っておりますが、日

本はトップクラスのところにいるというのを示しております。 

②電気通信事業の状況ということでございまして、左下は売上高の推移ということで、

少し伸びている部分があり、内訳で見ればデータの割合が増えています。 

８ページのほうに移りますと、ＭＮＯ、モバイル・ネットワーク・オペレーターの主

な３社における売上高や営業利益の推移です。 

この期間に、携帯電話の料金の値下げ、引下げに向けた取組がございました。公正な

競争環境の確保ということでいろいろとやっておりまして、そういった結果も含めて、

８ページの真ん中のスマートフォン料金の比較の例のとおり、世界的に見ても全く遜色

ないところまで来ているというのが実態として挙げられております。 

続きまして、８ページの真ん中下のほうで、ネットワークの高度化ということです。

まず、５Ｇ及び次世代ネットワークということで記載しております。 

カバー率については、事業者がどんどんとネットワークの構築を進めている状況だと

認識しておりまして、総務省としても、今年の３月にデジタル田園都市国家インフラ整

備計画を策定し、これを進めていこうということでございます。 

Ｂｅｙｏｎｄ５Ｇのところでは、同じ情報通信審議会の技術戦略委員会でも今、研究
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開発戦略ということでご審議をいただいているということは承知しておりまして、大

阪・関西万博等を起点として徐々に実装のほうに進んでいくということです。現在は、

そこに向けた仕込みが進められていると理解しているところでございます。 

続きまして、光ネットワークについて、ＦＴＴＨのカバー率は先ほどご紹介したとお

り世界有数ということで、左側のグラフでご紹介しております。それから、その関連の

海底ケーブルというところで、２０１３年から１８年の海底ケーブルシステムの受注額

の累計がありましたので紹介しております。アルカテルサブマリン、サブコム、ＮＥＣ

という大手３つがあることを示しております。 

次に、ＮＴＴからプレゼンテーションいただきましたＩＯＷＮやオール光ネットワー

ク、フォトニクスへの取組です。今後データや消費電力双方の爆発的な増加が予想され

る中で、半導体まで含めた全てのところに光ベースの技術を導入するということで、パ

ラダイムシフトあるいは将来のゲームチェンジャーとして期待がされているというこ

とをご紹介しております。 

それから、総合政策委員会の中でも度々ご発言をいただいておりました宇宙ネットワ

ーク等ですが、事業者からご紹介いただいたいろいろな取組をまとめているのが③の部

分ということでございます。ＮＴＴのＮ－Ｓｔａｒの更改を通じたネットワークの強化、

ソフトバンクのＨＡＰＳモバイル、ＫＤＤＩのスペースＸ、ソフトバンクのＯｎｅＷｅ

ｂ、楽天モバイルのＡＳＴと、それぞれ、外国の事業者も含め、協業を通じてオールジ

ャパンのエリアサービス拡張をご計画いただいているというのをご紹介しております。 

それから、④Ｏｐｅｎ ＲＡＮということで、携帯電話ネットワークやインターフェ

ースのオープン化というところで、これでマルチベンダー化が可能になったり、いわゆ

る仮想化技術の活用によっていろいろな運用等でも、より良いサービスが期待できたり

します。加えて、ベンダーロックインやサプライチェーンリスク等に対するソリューシ

ョンとしても期待されているということで、既にＮＥＣや富士通といった日本のベンダ

ーも、海外の事業者からこうした取組を通じて受注しているというのが報道発表でも見

受けられるところでございます。 

逆に、いわゆるクラウド系の事業者がここのコアネットワークの部分の運用に入って

くるケースも出てきておりまして、こうした部分についても見ておかなければならない

というところでございます。 

その形の一つとして、楽天モバイルからは、ネットワーク自体を完全に仮想化したア
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ーキテクチャーにした上で、４Ｇも含め、楽天Ｓｙｍｐｈｏｎｙという形で５Ｇ基盤を

構築しているというのも、プレゼンテーションいただいたため、ご紹介しております。 

続きまして、（３）端末・機器ということでございます。富士キメラ総研からいただい

た通信機器市場の展望ということで、その次のページにもございますとおり、スマート

フォンが大分普及したこともありまして、どちらかといえば少し減速の推移が予測され

ていました。また、基地局やスマートフォンのシェアということで見ると、日本のシェ

アが残っていないのが実態としてございます。 

その関連で、企業向けのルーターや企業向けのスイッチの部分について、１２ページ

の下のほうでシェアを示しております。ブルーが米国ということになりますので、比較

的米国のプレゼンスが高い部分でございます。 

おめくりいただきまして、１３ページでは今度、デバイス側のシェアのグラフになり

ます。画像センサー、ＲＦ半導体、産業用ロボット、スマートメーターということで、

こちらは比較的赤の日本が維持できている、まだまだ競争力が残っているということか

と思います。 

続いて、（４）のクラウド・データセンターのほうに移らせていただきます。まずは市

場規模の推移をデータとして載せております。世界市場を見ると、クラウド自体は我が

国の状況も含めて、成長分野ということです。 

１４ページのほうに移りまして、世界のインターネットデータ通信量の見通しという

ことで、世界的にもインターネットのトラヒックがこれからもどんどん伸びていくとい

うことです。これがデータセンターやクラウドの分野に対するニーズがどんどん出てく

るということなのだと思います。 

世界のデータセンターの市場規模の見通しをその右側におつけしております。その下

に移りますと、ＩａａＳやＳａａＳということで、国別のシェアの推移がございます。

こちらも色は統一していまして、青がアメリカであり、オレンジが中国、赤が日本、黄

色がドイツということになっていまして、こういった部分でシェアが分かれている状況

になっております。 

そのクラウドを支えるハードウエアということで、ストレージとサーバーの部分につ

いても、その下にシェアを示しております。ストレージに関してはまだ日本も１５.１％

のシェアはあるというところでございます。 

その次は、また富士キメラ総研から頂いた資料で、引き続き特に我が国のクラウドの
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市場がどういうふうになっているかを示しております。ハイパースケール事業者、例え

ばＡＷＳ様やマイクロソフト様、グーグルクラウド様という事業者の参入によってパブ

リッククラウドの部分は引っ張られていきます。その一方で、システムインテグレータ

と言われるような国内のベンダーも多くございますし、活発に事業展開されていると認

識しておりますので、合わさって進んでいくというふうに見て取れるということでござ

います。 

１５ページの真ん中に、データセンター市場におけるハイパースケールデータセンタ

ーの占有率ということで、これも富士キメラ総研からご紹介いただいたデータでありま

す。２０２０年と２０２５年の５年間で比較したときに、特にハイパースケールと呼ば

れる事業者は国内に投資意欲が旺盛で、総ラックベースあるいはその稼働ベースそれぞ

れで見ても相当な伸びが期待されていることがここで示されております。 

次はご参考ということで、データセンターの分散については、この委員会でも特に自

然災害のリスクとの関係でご審議をいただきましたが、世界での立地状況と国内での立

地状況の資料についてグラフをつけています。東京圏で５７.８％、関西圏で２５.３％

というのが目立った実態ということでございます。 

その次です。（５）サービス・ソリューションのところで、少し上位レイヤーのほうの

話に移ります。まずｅコマースや電子決済の状況ということでご紹介をしております。 

ｅコマースについて、ここはグラフというよりテキストだけなのですが、経済産業省

の報告書によると、規模としては約１２.２兆円で、このうち楽天、Ｚホールディングス、

それからアマゾンジャパンと、３つで大体８割ほどのシェアになっているというのが実

態でございます。 

続きまして、このいわゆるＥＣ化率という、全ての商取引の中で電子商取引がどれだ

け入っているかの割合において海外と比べたとき、日本の場合まだ８％と割合が低く、

中国だと３０％程度、アメリカが１４％ということで、まだまだ伸びしろの可能性があ

るということでございます。 

続きまして、キャッシュレスです。Ｐ．１６左下のグラフになりますが、キャッシュ

レスの割合が２９.７％、約３割ということでございます。Ｐ．１６～１７に、その中で

の、例えばＱＲコードやデビットカード、クレジットカードの内訳のグラフをつけてお

ります。 

ＱＲコードの普及につきましては、スマートフォンの普及もあって進展しております。
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コロナの影響で接触回避ということもございます。その中で、シェアで見るとＰａｙＰ

ａｙを筆頭に幾つか強い事業者がいますが、こちらのキャッシュレスの比率についても

１７ページの下のグラフにあるとおり、日本の場合まだ５分の１ほどということです。

韓国を筆頭にほかの国と比べても、まだまだ成長の余地があるということでございます。 

続きまして、１８ページに移らせていただきます。今度はポータルやＳＮＳといった、

我々に身近なところでございます。デジタル市場競争本部からのデータをつけています。

まず、モバイル端末のＯＳのシェアが一番左のグラフでございます。それから、ブラウ

ザあるＣｈｒｏｍｅやＳａｆａｒｉ、Ｉｎｔｅｒｎｅｔ Ｅｘｐｌｏｒｅｒ、その他の

割合を示しております。最後が日本の検索シェアで、Ｇｏｏｇｌｅが７５％を占めてい

ます。 

ネットニュースの部分については、いろいろデータを集めて見てみました。まず、何

を見るかということで、ポータルサイトが一番多くて、その後ＳＮＳ、キュレーション

アプリという順番になっております。ポータルサイトのニュースアプリの利用率という

意味では、日本の場合はＹａｈｏｏ！ニュースが１番、スマートニュースが２番、その

後、ＬＩＮＥ ＮＥＷＳ、グノシー、Ｇｏｏｇｌｅニュースと続いているというデータ

がございます。 

それから、ＳＮＳの部分につきまして、大体１億人弱の国内ユーザーがいると思われ

る中で、７８.２％がＳＮＳを使っています。利用率は、ＬＩＮＥが一番高いようで、そ

の後、Ｔｗｉｔｔｅｒ、Ｉｎｓｔａｒｇｒａｍ、ＹｏｕＴｕｂｅといったところが比較

的多く利用されているというデータも付けております。 

続きの１９ページです。５Ｇ・ＩｏＴソリューションの動向を項目立てしております。

ここも総合政策委員会の中でいろいろとご指摘、ご審議いただいたところでございまし

て、５Ｇ自体は２０２０年から商用サービスが開始はされておりますが、今後スタンド

アロンやミリ波帯の活用ということで、５Ｇの特徴として挙げられる、多数同時接続・

多元接続、低遅延といった機能が最大限発揮されることが期待されているところです。 

この部分についても少し流れを説明させて頂きます。「リリース１７」では、今後出て

くるものに合わせてネットワーク自体も高度化が進んでいくのではないか、それに対し

て、ファクトリーオートメーションや物流、リモート制御といった、特に低遅延という

特徴を生かした遠隔制御や遠隔操縦、ＡＲ、ＸＲといった領域での活用が期待されてい

るのではないかということでございます。ここの部分については、いろいろな機能が期
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待されており、実際ＩｏＴのシステムを組んでいく中で、特にセンサーの部分とアクチ

ュエーターの部分は我が国に強みがあるところでございます。よって、その強みも発揮

しながら、全体的なシステムとして、今後も、特に我が国の事業者様の強い部分である、

すり合わせやハードウエアの構築の部分と併せて展開していければ良いのではないか

とご審議いただいておりました。 

また、それとリンクするところとして、主査ヒアリングでお話があったとおり、実際、

各事業者もいろいろなオープンイノベーションの拠点をつくられたり、モバイルキャリ

アを中心としたパートナープログラムというものがあったり、いろいろな形で研究機関

やスタートアップ企業等との協業が進められており、こういったものと併せて、将来的

にいろいろなソリューションが、我が国の中でも提供されていくことが期待されるので

はないかというふうに考えております。 

左の図は、ソフトバンクからイメージとして分かりやすい資料を頂いたので使わせて

いただいており、右の図では、総務省の取組であるローカル５Ｇをご紹介させていただ

いております。 

続きまして、④Ｗｅｂ３.０、ブロックチェーン、ＮＦＴということで、これは動向の

ご紹介にとどまりますが、簡単に触れさせていただいております。 

こうしたいわゆる分散型のシステムということで、ビットコインが典型なように、チ

ェーンの中でデータの真正性を確保して価値の共有が簡単にできる基盤には、信頼のプ

ラットフォームとしての可能性があるのではないかと考えております。 

その例として、サプライチェーンの信頼性向上のため、貿易の管理や車両及び航空機

の利用状況の管理、ダイヤモンド等の高級品の真贋証明、食べ物のトレーサビリティー

というように、幾つか活用されている事例があるということでご紹介をしております。 

２１ページの上は、ＪＳＴからの資料をまとめております。現在、第３世代の次世代

ブロックチェーンに向けたところにいるという図、それから、技術の因数分解のような

図がございます。もともとはＡＴカーニーが作られた、Ｗｅｂ１.０、２.０、３.０につ

いてまとめた資料もご参考ということでつけさせていただいております。 

もう一つ、最近のトレンドとして⑤メタバースのご紹介をしております。フェイスブ

ックが社名をメタバースのＭｅｔａにしたことや、ＶＲを活用したサービスの広まりも

あるので、こういったところにも触れさせていただいています。 

国内では、グリー社のメタバース事業への参入や、クラスター社によるメタバースの
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プラットフォーム運営といった動きがあります。また、経済産業省から、今後の活用と

して、ＶＲを使った訓練などでの生産性の向上や、仮想空間内の商業施設におけるアバ

ター及びデジタルアイテムの販売、消費者との接点づくりといった部分での活用が想定

されるのではないかという報告書が、昨年出たところでございます。 

続きまして、（６）コンテンツ、広告、放送関連市場ということでございまして、２２

ページに図をまとめてつけさせていただいております。放送事業者の売上げ自体は大体

３.５兆円ほどのところで推移している中で、右上の図のとおり、１日１５分以上テレビ

を見る人の割合は大分下がっています。特に２０代でその下がりが顕著であるというこ

とでございますし、広告費の推移で見ますと、２０１８年頃にインターネットとテレビ

逆転してからその差が開く一方というのがこの図で見て取れます。 

下のほうに移っていただきまして、動画配信サービスの市場規模の推移ということで、

右肩に上がっていっている中で、そのシェアを右側に示しております。 

実際、動画配信は国内でどうなっているかということで、２０２１年の調査では、６

割ほどの人が利用経験があります。実際に月額料金を払っているのがそのうちの６割で

す。その中で、どういったところでご覧になっているかというところで、Ａｍａｚｏｎ 

Ｐｒｉｍｅ Ｖｉｄｅｏのシェアが高く、Ｎｅｔｆｌｉｘ、Ｈｕｌｕと続いているとい

うのが実態です。２３ページのほうに、今申し上げたところのグラフをつけております。 

続きまして、（７）サイバーセキュリティです。サイバーセキュリティにつきましては、

世の中全体でサイバー攻撃が増える一方であり、また、その脅威も大きくなる一方であ

ります。具体的なＩＰアドレス単位でいうと１８秒に１回はアタックが来ていて、３年

間で２.４倍となっております。２４ページには、ＮＩＣＴＥＲというＮＩＣＴにある観

測システムがそのポートごとに分析をしたものを付けています。 

続いては、（８）ＩＣＴ人材でございます。こちらのほうは、まず人材不足がいろいろ

なところで言われているところでございまして、具体的には、２０３０年に最大で７９

万人のＩＣＴ人材の不足が見込まれると言われております。この数値は、生産性の向上

の度合いやその人材に対する需要の動向にもよりますが、最大ということで７９万人と

しております。 

その中で、実際にその人材不足にては、例えば企業の中でどのような対応をしている

かということでは、日本の場合、どうしても社内及び社外の研修の充実ということで取

り組まれている企業が多い上に、実は特に何もしていないという回答も結構高いです。
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この部分について、新しい資本主義実現本部という、総理が本部長の会合で紹介されて

いる資料を見ると、ＯＪＴを除いたいわゆるＯＦＦ－ＪＴの研修の費用は、対ＧＤＰ比

で０.１％と非常に低く、アメリカやフランスと比べても非常に低いということが指摘

されています。 

こうした中で、企業における人的投資ということで、これは前回の会合でもご指摘い

ただいておりますが、米国や欧州の機関投資家中心に、人材マネジメントや人的資本に

関しての情報開示を求める動きが加速しているということでございます。例えば米国の

証券取引委員会では、上場企業に対してこうした情報開示を義務づけるということを発

表していますし、ドイツ銀行のように、実際のＩＳＯの規格であるＩＳＯ３０４１４に

則した形のＨＲレポートを出す企業も出てきています。このように、いろいろな動きも

出てきているということでご紹介をさせていただいております。 

それから、ＩＣＴの人材につきまして、こちらはＡＣＣＪやマッキンゼーで取りまと

められたレポートをいくつかご紹介いただきました。こちらでは、２０２５年までに４

３万人以上のデジタル専門家を追加していかなければいけないと示されております。 

その中で、ＯＥＣＤのＰＩＳＡのテストによりますと、日本の成績はいいのですが、

他方でコンピューターサイエンスの授業はアメリカに比べるとあまり履修されてない

とのことです。日本の場合、立派なエンジニアの文化があるので、どうしても機械や電

気工学といったハードウエアのほうに学生が進んでいるのではないか、そういった意味

ではソフトウエアであったりサービスだったりというものは少し後回しになっている

部分があるのではないかというようなご指摘がありました。 

加えて、外国人の登用というのをもっと積極的に行うべきということで、楽天モバイ

ルが社内のダイバーシティーを進め、外国人の方の比率が５６.１％、出自で６４か国と

いう状況にあるとのご紹介もいただきました。 

最後に２つ資料を付けておりますが、こうした部分は総務省だけということだけは決

してなくて、政府全体でのリカレント教育やリテラシーの向上を含め、包括的に取り組

んでおりますので、デジタル田園都市国家構想実現会議の資料を付けております。 

第１章は以上でございましたが、第２章も簡単にご紹介をさせていただきます。２６

ページ以降になります。こちらは、情報通信政策に関連する部分で、政府全体の戦略や

その会議の動向について概観させていただくものです。 

まず、デジタル田園都市国家構想実現会議ということで、地方からのデジタル実装を
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進めることを目指すものです。３番目のパラグラフでは、現時点で地方創生交付金を活

用してデジタルの実装を支援していることが述べられています。総務省からは、先ほど

も少しご紹介したハードウエアやインフラの整備のための計画というのを、併せて公表

しているところでございます。 

それから、デジタル臨時行政調査会ということで、まずはいわゆる法案のデジタル化

の取組が進められているということでございます。 

デジタル社会推進会議やデジタル社会構想会議は、デジタル社会の実現に向けた重点

計画というものを、まずは昨年の１２月２４日に閣議決定したということで、これに沿

って政府全体でデジタル化を進めていくということになっております。 

④が総合科学技術・イノベーション会議ということで、Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０といった

ビジョンを２０１６年に出したのがここの会議体ということで、総理が議長になってい

ます。科学技術・イノベーション全体を総括しているところでございまして、総務省は、

Ｂｅｙｏｎｄ５Ｇとも関連して、次世代のインフラや人工知能、ＡＩの利活用の技術の

整備・研究開発が主として関係しております。 

統合イノベーション戦略推進会議は、量子の議論が含まれております。 

サイバーセキュリティについては、サイバーセキュリティ戦略本部という、内閣官房

長官を本部長とする本部がございます。 

おめくりいただきまして、２９ページでは、⑦経協インフラ戦略会議ということで、

特に質の高いインフラストラクチャーの海外展開といった部分の取りまとめというこ

とになっております。 

⑧デジタル市場競争本部ということで、内閣官房長官が本部長として、特にプラット

フォーム事業者やオンラインモール、オンライン広告、アプリストアの競争の評価など

の取組を行っているところでございます。 

最後、３０ページで、知的財産推進本部と直近の経済安全保障推進会議の２つをご紹

介させていただくということで、第２章までのご説明、以上になります。ありがとうご

ざいました。お返しいたします。 

○森川主査 ありがとうございます。それでは一旦ここで切らしていただいて、第１章、

第２章での事実確認に関する確認や内容についてのご質問等あれば、ここでお受けした

いと思います。その後、第３章の提言のところに移っていきたいと思います。 

 特にないようでしたら、休憩を挟まずにそのまま連続でお願いすることになりますが、
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先生方、よろしいですか。ありがとうございます。 

  それでは、第３章、引き続きお願いいたします。 

○西潟企画官 それでは、第３章、情報通信政策に対する提言という部分に移ります。 

 まず、大きな目標です。３２ページのほうにポンチ絵を付けておりますが、目標とし

て２つございまして、１つは、Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０を支える情報通信インフラの高度化

とその維持の部分で、もう一つは、国際競争力の維持強化です。経済安全保障のところ

から話は始まりますが、最終的に、その自律性や不可欠性にとどまらず全体的に見てい

かなければいけないのではないか、ということで、こういう形にしております。 

 戻りまして、３１ページのテキストになりますが、まず基本的な方針ということで、

しっかりと全体的な方向感を出していきたいという部分になります。 

 （１）として、Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０の実現に向けた戦略の必要性ということで、近年

の国際情勢の変化等を含めて、その中で我が国の経済面での独立、生存、あるいはその

繁栄を確保していくために明確な戦略を立てる必要があるということです。他国に過度

に依存することを避けつつ、主導的に進めていくことが必要であるということでござい

ます。 

 その中で、我が国全体で掲げているＳｏｃｉｅｔｙ５.０のキーワードとしては、Inc

lusive、Sustainable、Dependableが挙げられております。パーソナルデータを含む膨大

な量のデータがこれから流通していく中で、ミッションクリティカルな分野でのアプリ

ケーションがこれから実装されていくと思いますし、そうした部分をさらに支えていく

情報通信インフラは、これまでの単なるコミュニケーションにとどまらず、国家機能の

継続や社会経済の発展の基盤ということで、役割や責任が大きくなるということでござ

います。 

 その中で、経済安全保障との関係としては、インフラの高度化や維持に取り組んでい

くことに加えて、研究開発やソリューション、人材の整備ということで、トータルで見

た情報通信産業の国際競争力の強化を図っていくことが必要ではないかと考えていま

す。そのため、戦略的な自律性と不可欠性の獲得ということで、具体的な戦略を立てた

上でそれを実行していかなければいけないのではないかと考えています。 

 その基本的な考え方ということで（２）でございまして、これから、ご審議いただい

た中で策定していくわけですが、この中で２つほどまずは見ておかなければいけないも

のがあるということでございます。 
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１つ目が、２０３０年頃、日本がどういう状況になっているのかということで、「不都

合な現実」と書いておりますが、具体的には、生産年齢人口の減少や自然災害のリスク、

社会インフラの老朽化など、人手不足とともにいろいろなことが想定されております。 

 もう一つのほうが、我が国の情報通信産業に関しては、「デジタル敗戦」とも言われて

いる現状に至った要因についての振り返りが必要ではないかということです。 

他方で、２０５０年カーボンニュートラルということで、我が国も含め世界各国が脱

炭素社会ということで取り組んでいることでございますし、ＩＣＴのグリーン化も急務

であります。 

 その中で、テレワークやそれに付随した働き方改革も含めて、いろいろなところに５

Ｇ、ＩｏＴ、人工知能、ビッグデータといったものを活用したオートメーションやスマ

ートシティーというものがございます。いずれにしても、こうしたもののソリューショ

ンの実装を進めつつ、情報通信産業においてのゲームチェンジャーとなり得るような革

新的な技術開発及びその導入に向けた取組も必要になってきているわけでございまし

て、そういった意味では、第１章で触れましたが、攻めのＩＣＴ投資に転じていかなけ

ればいけないのではないかと思っています。 

 それから、先ほど簡単に触れたデジタル敗戦の要因として、総合政策委員会でのご審

議やご示唆を踏まえて、簡単にではありますがまとめてみたところでございます。１つ

目として挙げられるのが、ネットワークレイヤーよりも収益性が高い上位レイヤーの部

分を外国勢に押さえられてしまったことです。２つ目としては、どちらかというと標準

化やいろいろな商品になる前のプロセスも含めて、投資の回収期間が長い産業構造で、

巨大な投資の負担を支えるためのシェアや事業規模が維持できなかった部分があった

ことです。３つ目として、ハードウエアや、システムをコントロールするソフトウエア

の部分での開発で後手に回ってしまったことが挙げられるのではないかと、ここではま

とめております。 

 ＩＣＴ自体は技術開発のスピードが速く、国際競争が熾烈な分野ということでありま

すが、その中で、技術で勝ってビジネスに負けるというようなことにならないように、

一つの考えとして、研究開発から実証、実装、海外への展開といった、いわゆる稼ぐた

めのサイクルをきちんと回していくことが挙げられます。そういった意味で、国際的な

情勢やビジネスのエコシステムの変化というものも注視しつつ、我が国の強み・弱みを

分析した上で絞り込んで、連携体制を構築することが必要になってくるのではないでし
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ょうか、と提言する形にしております。 

 総務省としても、社会課題の解決に向けたソリューションの開発・実装や海外展開、

国際貢献までを視野に入れ、産業界あるいは地方自治体がされているような取組を積極

的に支援していくということです。これがＳＤＧｓや国際貢献ということで、翻っては

日本経済の持続的な成長につながるのではないかと考えているところでございます。こ

れらについて、数値的なものも含め、ＫＰＩや期限を含めて目標を設定し、ＰＤＣＡサ

イクルを回すというのが、基本的なことでありますが、あらためて重要なことなのでは

ないかということです。 

 ここまでが、この提言の総論に係る部分でありまして、この部分についても、大所高

所からいろいろコメントをいただければと思っております。 

 続きまして、ここから、総務省の担当している分野に関する各論に落ちていきまして、

１つ目が５Ｇでございます。この委員会でも多くご審議いただきました、５Ｇの普及や

高度化、海外展開に向けた取組ということで、幾つか書いております。 

 ３３ページになりますが、１－１ということで、まずは人口カバー率の向上です。こ

れは、先ほどご紹介した整備計画に沿った事業者の支援も含めて、規制と振興の両面か

ら取り組んでいくということでございます。 

 それから、技術の高度化につきまして、例えば中継局やフェムトセルの基地局、高出

力の端末など、既に動いているものが幾つかございますのでここでご紹介しております。

ローカル５Ｇも実証実験をずっと続けてきたところでございまして、今年もまだ続いて

まいりますので、ご紹介しております。それから、例えば、ドローンなど、地上高１５

０メートル以上の高いところでの利用のように、必要に応じて利用拡大及び５Ｇの高度

化に向けた制度改正や環境整備は、引き続きやっていかなければいけないということで

ございます。 

 １－３ということで、５ＧのＯｐｅｎ ＲＡＮについて、ネットワークのインターフ

ェースをオープン化することで、日本企業にも機会や可能性があります。一方で、仮想

化やその先のシステム高度化に向けては、ハイパースケールの事業者がもう既に幾つか

の通信キャリアのコアを提供するなど、もろ刃の部分があったりするということでござ

います。よって、引き続きここの部分はオープン化をしっかりと進めていこうというこ

とで、相互運用や相互接続等がしっかりと確保できるようなテストベッドを国内にもつ

くっていくような支援が必要です。あるいはＯ－ＲＡＮ Ａｌｌｉａｎｃｅといった標
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準化団体へも、我が国でできたことも含めて提案していくということだと思います。 

 その支援ともいえる、海外展開については、現在マルチあるいはバイの対話の機会を

含めて、いろいろなことが進められておりますが、調査研究や実証実験等については、

海外通信・放送・郵便事業支援機構、通称ＪＩＣＴの活用も視野に入れて取組を強化し

ていきましょうということでございます。 

 １－４で、５Ｇのソリューションの実証・実装、海外展開ということでございまして、

日本初の良いユースケースを多くつくり、社会実装したうえで、それをモデルとして海

外にもアピールしていこうというのが一つの方針です。もう一つは、先ほど申し上げた

ＪＩＣＴも含めて、海外でのニーズにそのまま飛び込んでいくというのもあると思いま

す。これは両方やっていかなければいけない部分があると思います。また、政府全体と

して、インフラシステム海外展開戦略２０２５を定めており、このうち情報通信の分野

についての目標達成に向けても有用ではないかという観点からも、取組を進めていくこ

ととしております。 

 続きまして、ブロードバンドの拡充ということでございまして、今度はどちらかとい

えば光ファイバーに近いところの話が中心になります。まず、光ファイバーの整備につ

いては、ベースのインフラということで、引き続きこれをやっていくべきとしています。

それから、これはデジタル田園都市国家構想とも関係がございますが、日本を周回する

海底ケーブル、あるいはデータセンターの地域分散といったものも、政府全体の方針と

併せて進めていく必要があるとしております。特に地方のデータセンターについては、

経済産業省との連携もしつつ、地方拠点を５年間で整備していくことを目指して、進め

ていきましょうということです。 

 国際部分の海底ケーブルにつきましては、それこそインターネットのトラヒックの増

加に合わせて各国での需要は増加の一途でございます。先ほどＮＥＣのシェアのデータ

をご紹介いたしましたが、我が国としても引き続き、ＪＩＣＴの活用も含めて、光海底

ケーブルの敷設やその支援を推進していくということでございます。 

 ２－２はネットワークを支える技術ということで、実はここは日本が優位を持ってい

るところでありまして、そのご紹介と今後の展開ということになります。 

 まず、具体的には、通信事業者やデータセンター向けにコヒーレント伝送機器という

のがございます。ここの部分は１００、２００、４００Ｇｂｐｓとどんどんアップグレ

ードしていき、今後も急速に市場が立ち上がることが見込まれるわけで、この４００Ｇ
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ｂｐｓ以上のコヒーレント伝送機器市場への国際展開を推進していくべきと考えてい

るところでございます。 

 次に、伝送機器とともにファイバー自体のほうにマルチコアという、いわゆる光ファ

イバーの１芯の中にコアを複数入れることで伝送量を上げられる技術がございまして、

このマルチコアファイバーの早期実用化に向けて、量産化技術や運用保守の技術開発も

推進していくべきということです。具体的には、２０２０年代の後半に、４コアのファ

イバーを収容した３,０００キロメートル級の、例えば東南アジアなど太平洋以外の主

要な地域への光ファイバーシステムにも十分な光海底ケーブルシステムの展開も推進

していかなければいけません。２－２の最後に「両輪で」と書いておりますが、もう片

輪は標準化の部分です。ＩＴＵやOptical Internetworking Forumといったところを通

じた国際標準化の活動も併せて強力にしていかなければいけないということでござい

ます。 

 それから、２－３は宇宙ネットワークの話で、３つ目の次世代ネットワークに向けた

研究開発と実装、国際標準化に関しては、まさに情報通信審議会技術戦略委員会のほう

で審議が佳境とお聞きしておりますので、ここの部分は次回ご説明させていただくこと

としております。本日の時点では、状況を口頭でご紹介するにとどめさせていただけれ

ばと思います。方向感としては、より技術に寄った部分のご議論いただいていると承知

しておりますし、経済安全保障との関係で申し上げれば、どちらかといえば不可欠性の

確保に関わる内容を戦略として取りまとめいただけるのではないかと思っております。 

 続きまして、４番目の放送についてです。放送についても総合政策委員会の中でいろ

いろとご議論いただきました。放送自体は、これから役割がなくなるというより、むし

ろこれからも重要であるとことを、この委員会でもご指摘いただいております。また、

それと並行して、三友主査代理のほうでご尽力いただいている、デジタル時代における

放送制度の在り方に関する検討会で論点整理までやっていただいており、その現状をこ

ちらでもご紹介をしているところでございます。今後も、経済合理性という観点からは、

無線局や送出設備の固定費の圧縮が必要ですし、中継局等のブロードバンドへの置き換

えやＩＰ化、クラウド化といったデジタル技術の導入についてもご議論いただいている

と承知しております。あわせて、規制の部分について、マスメディア集中排除原則や複

数の放送対象地域における放送番組の同一化など、必要な制度改正に柔軟に取り組んで

いくべきということでまとめております。 
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 ５番目に移ります。コンテンツ・サービスということで、いわゆる上位レイヤーとい

う部分です。こちらはハードウエアと比べて少し立ち後れている部分があり、モバイル

ＯＳは一つの代表で、寡占的な状況に対して、健全な競争環境の確保や利用者利益の保

護という意味でも、戦略的な取組を引き続き進めていかなければいけないというのが、

まず総論としてございます。 

 そういった意味で、Data Free Flow with Trust（ＤＦＦＴ）やそのモデルとしての

情報銀行、キャッシュレスについても取組の強化が必要です。それから、第１章のほう

でご紹介いたしましたが、これから盛り上がることが予想されるものとして、Ｗｅｂ３.

０やメタバース、あるいはこの２つに限らずＩＣＴの技術革新がもたらす新たなオポチ

ュニティーとチャレンジに対し、政策としても適切に対応できるように取り組んでいく

ことが必要だというふうにまとめております。 

 具体的な項目として、まず放送コンテンツの海外展開の取組強化については、ＫＰＩ

として、世界の映像コンテンツ市場を合わせて、令和７年度までに海外の売上高１.５倍

というのを目指していってはどうかとしております。 

 それから、キャッシュレスのところです。ＱＲコード決済はいろいろと手段としては

あるわけですが、逆に言うと、導入当初は各小売店でＰＯＰを多く立てなければならな

かったところ、消費者の利便性向上の観点から、中立的に使えるＪＰＱＲというコード

を、総務省が経済産業省と連携して導入した経緯がございます。 

 ただ、先ほども少しデータでご紹介しましたが、このＪＰＱＲの普及はこれからまだ

まだ進めていかなければいけない部分があります。具体的には、自治体のマイナポイン

トや地域通貨、あるいは医療機関及び行政機関への納付といった部分では、民間のＱＲ

コードの対応がまだ進んでいない部分もありますので、そういったところにＪＰＱＲの

導入推進を図っていくべきではないかとしております。 

 さらに、先ほど簡単に申し上げた情報銀行についてです。これまで、情報銀行はパー

ソナルデータの共有・活用の仕組みということで、個人のそれぞれの加入者の関与の下

でそれをやっていこうということで進められておりまして、一般社団法人の日本ＩＴ団

体連盟が認定制度を運用しているのですが、実際にサービスを提供しているのは４社に

とどまるというのが現状でございます。 

 ここの部分は、パーソナルデータの共有・活用ということで、信頼性において先ほど

申し上げたＤＦＦＴのモデルになり得るという観点からも、総務省として引き続き取り
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組みたいと考えています。また、例えば要配慮個人情報の取扱いの可否や、自治体が保

有しているデータ及び健康・医療、防災、教育といった準公共分野のデータについての

ガイドライン等、いろいろと取組を続けていかなければいけないというふうにまとめて

おります。 

 ４つ目のクラウドの部分でございますが、多様な用途・ニーズに応えるクラウドサー

ビスの普及ということで、ＡＳＰＩＣやセールスフォース、ＡＣＣＪから総合政策委員

会の場を通じてインプットをいただいておりました。 

 まず、政府としてクラウド・バイ・デフォルト原則というのがございまして、これに

向けて取組を進めていくというのは当然です。それからテレワークやＤＸといったもの

も、クラウドが前提になっていくのだと思います。 

 そんな中で国内を見ますと、ハイパースケーラーが提供するパブリッククラウドとい

うのが中心になっている中で、国内事業者はハイブリッドクラウドやマルチクラウドと

いう形で、どちらかといえばきめ細やかなサービスによって付加価値を提供しておられ

ます。まずは利用する側からみて多様な選択肢があることが大事であり、その中で利用

者が用途に応じたサービスを選択できる環境をこれからも確保していく。それによって

健全な発達というのが図られるのではないかと考えております。 

 ＤＸ自体が海外と比べて大きく後れを取っているものではないという指摘がＩＤＣ

からありましたが、他方で、地方や中小企業のＤＸについては、支援も必要ではないか

というご指摘もあったところでございます。こういった意味で、特に地方や中小企業と

の関係においては、クラウドサービスの優良事例やベストプラクティスの周知・広報、

あるいは事業展開に当たってその障害になる規制の見直しなどについても、業界団体等

を通じて取り組んでいくことが必要ではないかとまとめております。 

 続きまして、モバイルＯＳについて書いております。これはモバイル・エコシステム

という言い方をしてもいいのかもしれませんが、スマートフォンのＯＳという意味では

２社に寡占されています。この弊害について幾つか指摘されている中で、デジタル市場

競争本部においては、モバイル・エコシステムに関する競争評価ということで、中間報

告が取りまとめられたところでございます。総合政策委員会においても、携帯電話事業

者から違法有害情報のフィルタリングとモバイルＯＳの関係についてご指摘をいただ

きました。 

 欧州の話になりますが、違法有害情報との関係では、デジタルサービス法案というの
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が成立に向けて進んでいるというのが現状としてございます。そういった意味で我が国

においても、特に利用者の視点から見た、インターネット上の情報流通に対する課題を

あらためて洗い出しても良いのではないかという指摘や、Ｗｅｂ３.０、メタバースとい

った新しいものについても、その機会や課題に適切に対応できるように取り組んでいく

ことが必要ではないかという指摘をいただいております。 

 郵便局も、地域のインフラの一つとして、デジタルの拠点としても果たすべき役割が

あるのではないかということで簡単に触れております。総務省としても実証事業のよう

なことを進めておりますので、こうした部分で支援、連携が必要ということでございま

す。 

 ６番目のサイバー空間、セキュリティの話に移ります。 

 ６－１の下のほうからまずご紹介させていただきます。「データ負け」ということを記

載しておりますが、要は実データでございます。我が国においても実データをしっかり

取ってはいるのですが、製品開発という意味で、日本の実データが日本の製品だけでは

なく海外製品にも当然使われてしまい、結果的に負けてしまっているというスパイラル

があるとご指摘いただきました。この負けの部分を打破していくために、人材や技術・

産業といったいろいろな側面から、サイバーセキュリティを自律的に確保できるための

拠点の中核化というものが必要ではないかとしております。 

 ２つ目として、ネットワークの信頼性という意味では、ネットワークを管理している

電気通信事業者にお願いできることもあるのではないかというのが６－２になります。 

 例えばＣ＆Ｃサーバーなど攻撃の元になるものの検知や対応といったものを、電気通

信事業者の側からも積極的かつ能動的にできないかという問題意識の下で、実証事業を

行うことで技術的な課題を解決していくこととしています。もう一つが、制度的な課題

について、費用負担の話も含めて制度改正等が最終的に必要になってくるかと思います

が、まずはその検討というのをしっかり進めていくべきということでございます。 

 それから、６－３では、ＩｏＴ機器のサイバーセキュリティということで、これは第

１章でも紹介いたしましたが、ＩｏＴの機器の中には、パソコンやスマートフォンに比

べると極めて簡単な仕組みのものもあるので、ネットワークにつなぐ場合は、それが脆

弱性になっている部分もございます。この提言でもＩｏＴや５Ｇということで推してい

る部分がありますので、そこを踏み台にされないためにも、特に脆弱性があるまま放置

されているようなＩｏＴ機器のセキュリティは、しっかりやっていく必要があります。 
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 それから、トラストについてです。手塚先生から話題提供ということで昨年１１月に

ご紹介いただいたところ、電子署名やｅシール、タイムスタンプ、ｅデリバリーといっ

たサービスについて、いろいろな検討をデジタル庁と一緒にやっております。 

 ６－５は海外との関係で、それこそサイバーセキュリティの世界におけるＱＵＡＤや

ＡＳＥＡＮとの連携強化というのがございますし、国連やＯＥＣＤ、ＩＴＵといった、

いわゆるマルチの場にも積極的に参加して、我が国が考える自由で公正かつ安全な空間

の維持に向けた取組を継続、強化していくことも必要ではないかと思います。 

 最後は人的基盤及びＩＣＴ人材の話ということで、7番のほうに移ります。７－１は高

齢者等のスマホ支援ということで、現行のデジタル活用支援推進事業の拡充により、誰

一人取り残されないデジタル社会の実現という観点から進めていくべきとしておりま

す。 

 偽情報等の話も、この委員会では大分ご審議いただきましたが、まずはリテラシーの

向上に向けた啓発を積極的に行うべきです。並行して、民間によるファクトチェックの

果たすべき役割も非常に大きいところがございますので、こうした民間の取組が進むよ

うな環境整備が必要ではないかと考えており、先ほども申し上げたデジタルサービス法

案の動きも参考にしつつ、継続的に検討を進めるべきと考えております。 

 続きまして、４２ページでメディア情報リテラシーの向上についてです。デジタル・

シティズンシップということで、比較的新しい概念ですが、それに沿ってご紹介させて

いただきます。 

 背景としてまずあるのが、学校でのインターネットということで、ＧＩＧＡスクール

構想の下で１人１台端末というのが実現してきました。このＧＩＧＡスクール以前のリ

テラシー教育は、どちらかというと情報モラルという言い方をしていたかと思います。

ネットの長時間利用やＳＮＳの書き込み、インターネットの危険性について教えている

ところでございますが、端的に申し上げて、どちらかといえば利用の抑制的な部分がご

ざいました。 

 今申し上げたＧＩＧＡスクールとの関係でいえば、デジタル・シティズンシップの育

成というのは、抑制ではなく、利用を前提にして、いかに自律的にデジタルの利活用を

通じて能動的に活動できるかということに焦点を当てています。それこそ、コミュニケ

ーションもあれば社会活動への参画もあります。ＩＣＴを活用して能動的かつ自律的に、

デジタル社会の一員としてシティズンシップを育むための教育が必要となってくるの
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ではないかと思っております。総務省においても、こうしたリテラシーについてモラル

をベースにやってきた部分もありますが、このデジタル・シティズンシップといった方

向にシフトしていくべきだと考えています。 

 これまでどおりの部分としては、関係機関・関係団体との連携というのがまずござい

ますし、地域の公共施設をお借りした形での講座や、子供に限らず成年層・高齢層に対

しても学びや社会参加ができるための考え方、そうしたスキルを学んでいけるような環

境など、いろいろなものを環境整備していかなければいけない部分があると思います。

また、そうした部分についての仕組みや全国展開について検討していく必要があるので

はないかということでございます。 

 ７－４は地方公共団体における人材の話でございます。根っこにあるのは政府全体の

デジタル・ガバメントの実行計画でして、２０２０年１２月にこの改定が行われており、

例えば自治体の情報システムの標準化や行政手続のオンライン化を進めるということ

でやっております。 

 この中で、総務省として、自治体が重点的にやるべきことを具体化するという意味で

自治体ＤＸ推進計画というのがございまして、これは先ほど申し上げたデジタル・ガバ

メント実行計画と並行して策定公表されたもので、これに沿って取組を進めております。 

 その一つとして、専門的な人材の確保というのが挙げられておりまして、実際に自治

体でＤＸを進めるに当たって、外部の専門の方の登用があまり進んでいないことが実態

としてございます。下のほうに脚注がございますが、外部人材の任用が行われているの

は、ＣＩＯやＣＩＯ補佐官、実際に課長級の方の場合も合わせて全市区町村の９.４％に

とどまっているということです。 

 その中で、まずはその外部のどういう方を招きすれば良いのかということで、スキル

や経験などを類型化して、こういうプロファイルの方をお招きされたら良いのではない

かというのをお示しするのが１つの考え方です。実際にお招きするに当たって、例えば、

幾つかのスキルや経験は持っているが、自治体の業務や情報システムに関しては詳しく

ないというようなことであれば、そういった部分を補うための研修を行なうこと等で外

部人材の確保の支援をしっかりとやっていくというふうに書いております。 

 ７－５はサイバーセキュリティということで、ここに関しては、総務省は平成の時代

からＮＩＣＴの中にナショナルサイバートレーニングセンターを設置し、ＣＹＤＥＲや

ＳｅｃＨａｃｋ３６５といったプログラムを通じて人材育成をしてまいりました。ＣＹ
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ＤＥＲというのは一般的に、下の脚注のとおり、どちらかというと重要インフラや行政

機関、公共団体で演習を行うものです。ＳｅｃＨａｃｋはどちらかというと専門的な、

よりホワイトハッカーに近い世界での部分の人材育成を担っておりました。 

 ２つ目のパラグラフでございますが、サイバーコロッセオというのがあって、これは

東京オリンピック・パラリンピック大会に向けて大会関係者の方々に演習を行ってきた

ものでございました。当然オリンピックの終了とともに事業は終わっていますが、これ

を東京のレガシーとして次に発展させていくべきではないかということで、一つ考えら

れるところとして、２０２５年の万博の運営関係者の研修にアップグレードしていく必

要があるのではないかということでここに記載をしています。 

 ７－６は、テレワークです。テレワークにもいろいろあって、雇用型と自営型という

分類がありますが、まずそのご紹介をしているのが最初のパラグラフでございます。例

えば、労働者が所属する事業場と異なる場所でリモートワークを行うのが「雇用型」で、

「自営型」というのは、ＩＣＴの下で、請負契約等に基づいて、遠隔で個人事業者が業

務を行っていく形を言います。ＳＯＨＯや在宅ワーク、クラウドソーシングがその例と

して挙げられているところでございます。 

 雇用型については、総務省において、コロナの前からふるさとテレワーク推進事業と

いうのがございましたし、地方への移住促進も含めていろいろ取組を進めてまいりまし

た。ポストコロナという新たな日常ともいわれる中で、引き続きこうした部分の取組を

続けていくのに加えて、デジタル田園都市国家構想との関係で申し上げれば、特に地方

から、活力ある地域づくりに向けて、自営型テレワークの推進普及の取組強化が必要で

はないかということでございます。 

 特にこの自営型テレワークは、独り親の方や、子育て中の女性、障害をお持ちの方等

いろいろな方に、それぞれのライフスタイルやライフステージに合わせて就労機会を提

供する可能性が指摘されております。例えば、長野県の塩尻の事例では、ＡＩの教師デ

ータの作成や自動運転用の３次元の地図データの作成といった、非常に人手がかかるデ

ジタル関連業務を、クラウドソーシングのような形でいろいろな方にお手伝いしていた

だいております。それに加えて、働き手側のデジタルスキル向上によって、地域のデジ

タル人材の育成にも寄与できるものではないかと期待されております。塩尻はあくまで

一例ではございますが、こうした部分の自営型のテレワーク普及によって、総務省とし

ても地域における雇用機会の確保やデジタル人材の育成の両立の意味で、支援の在り方
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を検討していくべきではないかということで、提言の最後になっております。 

 ７個を大きく柱立てした中で、最後に個別の細かいところまで一気に説明をさせてい

ただきました。私からの説明からは以上です。ありがとうございました。 

○森川主査 ありがとうございました。 

 それでは、ここから質疑応答、自由討議とさせてください。ただいま西潟企画官から

いただいたご説明に対するご質問も含め、報告書（案）の全体につきましてご意見のあ

る方はチャット欄にぜひご記入いただければと思います。いかがでしょうか。トップバ

ッターの方はそのままお声を出していただいてご発言いただいても構いません。 

 それでは、岩浪専門委員、よろしくお願いします。 

○岩浪専門委員 インフォシティ、岩浪です。すみません。先ほどせっかく森川主査から

中間質疑の時間をいただいたのに、前半の話になってしまいますがよろしいでしょうか。 

○森川主査 どうぞ。 

○岩浪専門委員 ご報告の中で、ソーシャルメディアの説明のところがあったかと思いま

すが、これに関し少し画面共有させていただいてよろしいでしょうか。 

  これは昨年の夏に総務省で公表された、情報通信メディアの利用時間と情報行動に関

する調査で出てきている資料です。先ほどのご説明でも十分という気もしますが、この

調査は非常に分かりやすく、良い調査になっているかと思いますので、この辺りを活用

していただくのもありだと思います。 

  もう少し全体的に言うと、ユーザーの生活行動を含めてスマート化しているのですが、

特に、ユーザーの生活はこの辺りに随分依存しているというようなお話が表現できたら

良いと思います。ユーザーの生活行動がこういうものに依存しているとなると、必然的

に、それに向けてビジネスをしようとする側も、依存せざるを得ません。 

  今回、モバイルＯＳの問題も取り上げていただきましたが、現状のまさにスマートと

言われる部分はこれらの上に成り立っているという感じが表現できれば良いと思いま

した。 

 以上です。 

○森川主査 岩浪専門委員、ありがとうございます。 

それでは、増田委員、お願いいたします。 

○増田委員 ありがとうございました。ご報告、大変よく分かりました。私のほうから３

点だけ、簡単にお伝えします。 



 -26- 

 キャッシュレスに関してですが、非常に多様化していまして、参入する事業者も多く

出てきています。入口は非常に利便性高く簡単なのですが、中身が非常に複雑になって

いて、様々な事業者とひもづいているという状況がありますので、それらの事業者間の

連携が十分ではありません。要は、その消費者対応の連携が十分ではなく事業者によっ

て差があるということもありますので、その辺りは今後広く利用を広めていく分には重

要だと思っています。 

 それから、情報銀行に関してです。情報銀行はやはり国民の理解があってこそ広まる

というふうに思いますが、国民にとってどうなのかというところが、まだ国民としては

十分に理解が得られてなく、なかなか協力体制ができにくいのかもしれないというふう

に思っております。 

 ３点目は、郵便局の活用という点では、デジタル化の促進に関しても非常に有益な場

所だと思いますので、この点については賛成するという感想を持っております。 

 以上です。 

○森川主査 増田委員、ありがとうございます。 

 それでは、森専門委員、その後、三友主査代理、お願いいたします。まず森専門委員、

お願いできますか。 

○森専門委員 ありがとうございました。 

 整理すると多分３点になるかと思うのですが、まず、今回の６節のサイバー空間全体

を俯瞰した安全・安心の確保のところの、３９ページです。 

 ６節は全体としてセキュリティのことだと思うのですが、例えば今国会で審議されて

いる電気通信事業法の一部を改正する法律案は、そのセキュリティについての改正内容

というのもあるわけです。今議論されているのは大きく３つあって、一つ目がユニバー

サルサービスの追加の問題、二つ目が接続関係です。三つ目が、例の電気通信事業ガバ

ナンス検討会で議論されていたことで、そこにはセキュリティも入っていますが、むし

ろ全く新規のアイテムとして、利用者情報の規制というものが入ってきたわけでござい

ます。 

 これは例えばＬＩＮＥ問題のような形で、不適正な取扱いを受けないようにしなけれ

ばいけないということと、いわゆる外部送信でスマホのアプリからそのアプリ関連の情

報が取られてしまうということ、ウェブサイトを見に行ったらそのウェブサイトの履歴

が集められてしまうことに着目した新たな規制を設けたわけです。そこが、安心・安全
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で信頼できる通信サービスネットワークの確保という、大きなアイテムの中に入ってい

るわけでございます。 

 したがって、この６節の安全・安心の確保の中に、セキュリティのことだけではなく

て、利用者情報の保護を入れていただくべきだと思います。そこで、ガバナンス検討会

で検討した、適正な取扱いや外部送信規律を記載するのが良いと思います。 

 これはいずれも、今後の課題として、様々なその状況を見ながらアップデートしてい

くということをその前提にしています。今回の法改正というのはその第一歩であるとい

うことになっておりますので、そういったことも含めて６のサイバー空間全体の安全・

安心のところに書いていただくのがいいかと思います。それプラス、セキュリティとい

うことです。それが１点目です。 

 それから、７節の人的基盤のところで、７－２の偽情報等への対応というふうにあり

ます。これは良いことをお書きいただいていると思うわけですが、偽情報への対応を人

的基盤のほうに位置づけますと、例えばファクトチェックやデジタル・シティズンシッ

プによって、受け手のほうでの努力や偽情報かどうかのチェック、偽情報にだまされな

いリテラシーの保有をすべきだという話になります。ただ、それだけだとなかなか厳し

いものがあって、偽情報は次々と出てきますし、それによって誘導されてしまうという

こともあるわけです。ケンブリッジ・アナリティカのような問題もありますので、これ

はどちらかというとコンテンツ側の問題ではないかと思っております。正確に言えば、

コンテンツ側の問題でもあるということです。 

 よって、人材のほうに偽情報対応やデジタル・シティズンシップも入れていただいて

全然構いませんが、併せて、５のコンテンツのほうにも偽情報を入れていただくべきな

のではないかと思います。偽情報が５と７にまたがる形になりますが、やはり５のコン

テンツのほうにも違法有害情報対策も入れていただくべきだと思うのです。 

 ５節ではどこになっているかといいますと、５－５のモバイルＯＳに関する課題の整

理のところに、モバイルＯＳがフィルタリングの機能を持っていることとの関係で、違

法有害情報対策を書いていただいております。しかし、そもそもそのフィルタリングと

いうものが、違法有害情報の対策の中ではごく一部であるということ、そして、そのフ

ィルタリングにおいてモバイルＯＳの果たしている役割というのはこれまたごく一部

であるということですので、そのモバイルＯＳから違法有害情報を書き進めるのはあま

り適切ではないと思います。 
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 ５－５の表題はモバイルＯＳですので、これはこれで書いていただいて良いと思いま

すし、原案で違法有害情報に言及していただいている部分も全然構わないと思います。

ただ、違法有害情報に関しては、総務省で長い間対策をしてこられましたし、さらに言

えば、プロバイダー責任制限法のような所管法令もお持ちですから、５節の中に違法有

害情報対策等ということで、もう一つ項目を立てていただいて、その並びで、偽情報対

策も入れていただけば良いと思います。 

 今のところ、この違法有害情報対策と偽情報対策は、いずれもプラットフォームサー

ビスに関する研究会で扱っておられまして、違法有害情報対策については、それこそ

様々な取組がなされています。例えば、事業者のコンテンツモデレーションの状況を見

る、透明化のために情報提供してもらうというところから、そのプロバイダー責任制限

法を大改正するようなところまでありました。また、偽情報についても、事業者の取組

が、内外問わずどうなっているかということを教えてもらう等して、何か対策がないも

のだろうかと思案しました。実は、偽情報に関しては、先ほどの利用者情報の保護と一

体になって、非常に複雑な問題を提起するわけですが、そこまで複雑なことを書いてい

ただく必要は全くなく、５節の中に、モバイルＯＳとは別に、違法有害情報や偽情報の

ことを書いていただくのが適切ではないかということが３点目でございます。 

 以上です。 

○森川主査 ありがとうございます、森専門委員。それでは三友主査代理、お願いいたし

ます。 

○三友主査代理 三友です。ご説明どうもありがとうございました。大変苦労されて、多

面にわたってよくまとめていただいていると思います。 

 第３章のところが肝になるのだろうと思いますが、その冒頭、（１）の特に第３段落の

ところで、２０３０年に向けてInclusive、Sustainable、Dependableという３つのキー

ワードが示されております。これらは、２０３０年に目標があるＳＤＧｓに絡んでいる

ことだと理解します。世界的な動向を見ても、やはりＳＤＧｓにどういうふうにデジタ

ルが関わっていくかは結構注目されているところでありまして、ぜひそういう方向で、

２０３０年頃に向けての政策を進めていただければと思っております。 

 特に、ご説明いただいた資料の中の３５ページのところに地域のことを書いていただ

いております。地域のことにつきましては、前回も私からもお願いしたところでありま

すが、特にこのブロードバンドサービスを不採算地域でも維持していくというのは、た
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だ単に従来型の最低限の通信を確保するという意味でのユニバーサルサービスではな

くて、よりハイレベルなブロードバンドサービスを地域でも活用できるようにしようと

いう政策意図があるというふうに理解しております。 

 そういう意味で、こういうところにやはりインクルージョンやサステーナビリティー

といった目的に根差した政策があるというようなことを示していけるとよろしいので

はないかと思います。 

 ３６ページにあります放送についても実は同じことが言えまして、放送においても今、

１つの課題として、地域における放送の維持が困難になってきているという実態がござ

います。 

 例えばネットワーク一つにしても、従来の地上波を、場合によってはブロードバンド

で代替するというようなことも検討されておりますので、そういう意味でも、地域にお

けるインクルージョンやサステーナビリティーといったものを、通信によってＩＣＴが

実現するということをぜひ強く伝えていけると、その点での筋が通ったものになるかと

いうふうに感じました。 

 私からの意見は以上でございます。 

○森川主査 三友主査代理、ありがとうございます。 

 西潟企画官、ここで何かコメント等あればお願いします。 

○西潟企画官 ありがとうございます。まず、岩浪専門委員からいただいたご意見につい

てです。ＳＮＳの調査の存在は認識しておりましたが、データの項目が多かったので、

より概略的なものでということで今回こちらを使っておりました。あらためて、今回の

答申の中で触れられるべきものがないか、もう一回精査をしてみたいと思います。あり

がとうございました。 

 それから、増田委員のキャッシュレスや情報銀行の件はご指摘のとおりだと思います。

引き続き取組をしてまいりますし、別のところでもご指導いただくことがあるかと思い

ます。また、郵便局についてのコメントもありがとうございました。 

 それから、森専門委員には、違法有害情報のことを中心にいろいろご指摘をいただき

ました。「５．コンテンツ・サービスの振興」の書きぶりについて、一度事務局で、いた

だいたご指摘を踏まえて検討してみますので、またご指導いただくことあるかもしれま

せん。ありがとうございました。 

 三友主査代理、地域についてご指摘ありがとうございます。思いは共有しているつも
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りなのですが、もう少し書きぶりのところで工夫できるかどうか、あらためて文面精査

したいと思います。ありがとうございます。私からひとまず以上とさせてください。 

○森川主査 西潟企画官、ありがとうございます。 

 それでは、大谷専門委員、お願いいたします。 

○大谷専門委員 日本総研の大谷でございます。事務局におかれましては、大変な作業を

していただき、前回申し上げたことなども適切に織り込んでいただいたと考えておりま

す。 

 それから、コンテンツ周りについては、先ほど森専門委員がおっしゃったことと同じ

ことをお伝えしようと思っておりましたが、全て言い尽くしていただきましたので、そ

の方向性でぜひお願いしたいと思っております。 

 重ねて、２０３０年ということを考えますと、国際ルールに対して、我が国からいろ

いろ働きかけていくべき基本的な方針や、国際社会と十分に対話していかなければいけ

ないテーマというのも、恐らく今以上に増えてくるのではないかと思っております。ど

こに書き込むのが良いのか分かりませんが、第３章のどこか、特に６番の安全・安心ま

わりになるのではないかと思います。 

 現在、話題となっているのが、データのローカリゼーションやガバメントアクセスと

いったテーマであります。昨年までの国際情勢の様相と、今年に入ってからまた少し状

況は変わっているかもしれませんが、長期的に見ていくのであれば、やはり過度のデー

タローカリーゼーションを追求していくというような在り方ではない在り方を目指し

ていくべきだと思います。その実現に向けて、国際社会と十分に対話していくというこ

とについて触れていただければと思っております。 

 また、最近あまり話題とされなくなってきているような気もしておりますが、昨年４

月に欧州のＡＩ規則案などが示された際に、産業界の反発などもあった一方で、やはり

ＡＩや自律的なロボットというものを野放しにできるような世の中では恐らくなくな

っていると思います。 

 そういったＡＩのルール等についても、国際社会と十分に対話しながら、マルチステ

ークホルダーで検討していくべきテーマではないかと思っております。我が国だけ安全

であれば良いというようなことではなく、特に日本の優れたＡＩ製品などを海外にも受

容していただくことを可能とする標準的なルールについて、コンセンサスを得るべく努

めるというようなことをぜひ触れていきたいと思っております。 
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 大ざっぱなご意見となりまして恐縮ですが、ぜひよろしくお願いいたします。 

○森川主査 大谷専門委員、ありがとうございます。それでは、山中委員、お願いできま

すか。 

○山中委員 電機連合の山中です。私からは２点ございまして、まず４３ページの７－６

のテレワークの推進のところなのですが、この文章に若干違和感を覚えています。自営

型テレワークのところですが、フルタイムで勤務できない方イコール女性で、そういっ

た女性についてデジタル人材の育成をしていくというふうに見えてしまいまして、若干

アンコンシャスバイアスがかかっているような文章に感じてしまいます。 

 女性のデジタル人材育成を、ダイバーシティーインクルージョンのような言い方でさ

れるのはいいのですが、フルタイムで勤務できないイコール女性というような文書の記

載に見えてしまいますので、少しそちらをもう一回、流れも含めて見直していただける

と良いと思います。 

 あともう一点は、前回発言をさせていただきましたが、障害のある方の情報へのアク

セスの観点もインクルーシブの観点で非常に重要だと思っておりまして、そちらについ

ても、どちらかに記載を検討いただければと思います。以上です。 

○森川主査 山中委員、ありがとうございます。他にいかがですか。 

 それでは、西潟企画官、何かございましたらお願いします。 

○西潟企画官 ありがとうございます。 

 まず、山中委員から今いただいた部分で、私どもでそういうバイアスを持っているつ

もりはございません。ただ、あらためて記述全体の流れを含めて見直したいと思います。 

 障害者のアクセスについては、ご指摘は確かに頂いておりましたが、場所も含めて、

一度事務局で持ち帰らせていただければと思います。ありがとうございます。 

 大谷専門委員からいただきましたコンテンツは、森専門委員プラス１ということで、

先ほど森専門委員のところでも申し上げたとおり、事務局のほうで改めて検討したいと

思います。 

 それから、国際ルールに対する働きかけのところです。今回の報告書の案では、セキ

ュリティのところでは実際に動きがあるので、例えばＯＥＣＤの委員会や作業部会の副

議長、ＩＴＡといろいろな紹介をしていますが、それ以外の部分についても検討したい

と思います。特に先生からご指摘いただいたＤＦＦＴやデータのローカリゼーションは

実際に今、ＯＥＣＤ含めいろいろなところで議論が進められておりますし、人工知能に
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関しては、ＯＥＣＤでの議論と似たようなものを総務省もしっかりやっているところで

もあります。また、ご指摘いただいたマルチステークホルダーや多国間主義で特に有意

義な部分が当然ありますし、これからも追求していく部分もあると思いますので、こう

した部分について、何かしら記述を検討してみたいと思います。ありがとうございます。 

 私から以上です。ありがとうございます。 

○森川主査 ありがとうございます。それでは、桑津委員、お願いいたします。 

○桑津委員 桑津です。どうもありがとうございます。大変広範囲の文書案を頂きまして、

事務局の方、どうも大変ありがとうございます。 

 私も、何か抜けているというよりは、ご確認という観点で、特に３３ページの５Ｇの

人口カバー率の向上もしくは高度化といったところでございます。５Ｇの人口カバー率

を上げるというのは全くそのとおりで、国の目標でもあり課題でもあります。山間僻地

等も同様にということで、一部の視点の提示といたしまして、今回５ＧやＢｅｙｏｎｄ

５Ｇは、もちろん人間が中心のシステムではありますが、無人化や自動化をかなり前提

とした仕組みになってくるのかと思っております。その観点で、例えば山間僻地のバス

の自動運転になりますと、人口カバー率はすごく低く、やっても１人も増えないかもし

れないが、やらなければいけないものです。そのような、第４世代までとは違う切り口

があるかもしれないということに一部触れさせていただいたほうが、より５ＧやＢｅｙ

ｏｎｄ５Ｇの社会インフラとの関係性を確認する意味で良いと思いました。ほかの自動

化や無人化のところで書かれているようでしたら、少しこれは重複してしまいますので、

そちらの書きぶりのほうはお任せいたします。よろしくお願いいたします。 

○森川主査 桑津委員、ありがとうございます。ほかの先生方からいかがでしょうか。 

 では、皆さんがお考えの間に、私からコメントさせてください。 

 まず、３２枚目の図です。画面共有しますが、こちらの図です。これは少し細かいで

すが、この図は少し変えられないかというふうにずっと思っていまして、これだと開発、

実証、実装、海外展開と、なんだかリニアモデルのような雰囲気になっています。一方

で、実際は、開発から実証へ行って駄目だからまた元に戻る、実装まで行っても、やは

り事業はなかなか無理だからまた技術開発に戻るというループが多分あって、このルー

プの一番のポイントは、少し抽象的に言ってしまうと、結局顧客になるのかというふう

に思っています。基礎研究でなければ、やはり事業や顧客のニーズやウォンツが起点に

なるというのがとても大切だと思っていまして、この図だとなんだか技術が起点のよう
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な感じがしてしまうので、少し変えていただきたいと思っています。 

ただ、ループをつくって顧客という言葉を入れると非常にノイジーな図になるので、

どう反映できるのかというのは、なかなか良い答えがないのですが、思いとしては、こ

の上に、技術で勝ってビジネスで負けるというところや、なぜデジタル敗戦なのかとい

う文言があるとおり、基礎研究を除けば事業起点というかカスタマー起点になるべきで、

どうしても日本は、諸外国と比べると相対的に、そこは少し弱いのかというふうに思っ

ております。知財の標準化もそうで、知財標準化がゴールになってしまって、その先の、

事業までのリソース配分が足りないというふうに思っていますので、ぜひ何かこの図に

ついて、もし事務局の皆様で良いアイデアがあればご検討くださいというお願いになり

ます。 

 あともう一つは、細かいところで、１０ページだったかと思いますが、③の宇宙ネッ

トワーク等というところです。一昨日、スカパーＪＳＡＴとＮＴＴが合弁会社Space Co

mpassというのをつくるというのをプレスされていましたので、この報告書案の最後の

段階で、少し状況も注視いただいて、実際に始められるということであれば、報告書に

も反映するとのが良いと思いました。以上です。ありがとうございます。 

 それでは、森専門委員、お願いいたします。 

○森専門委員 ありがとうございます。それでは、若干まとまりのないところになってし

まいますが、申し上げたいと思います。 

 今、森川主査からデジタル敗戦のところのお話もありまして、その原因についての重

要なご示唆もあったと思います。私も原因について、特にしっかり専門的に考えられて

いるわけではないのですが、少なくとも深刻に受け止める必要はあると思っています。

特に、データとの関係でデジタル敗戦ということをしっかり受け止めるべきなのではな

いかと思います。 

 つまり、岩浪専門委員が先ほどお示しされた統計資料では、Ｆａｃｅｂｏｏｋが減っ

てＩｎｓｔａｒｇｒａｍが増えたということなのですが、全体としてはＹｏｕＴｕｂｅ

やＮｅｔｆｌｉｘといった海外のサービスを利用する時間がどんどん長くなっている

というようなことがありまして、そこが長くなるとどうなってくるかというと、そのユ

ーザーデータを全部向こうに取られてしまうということになります。 

 では、他からもらえば良いではないかということですが、他からもらう道は、様々な

データの規制、データ保護の法規制やプラットフォーム事業者の自主規制、Ｇｏｏｇｌ
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ｅのプライバシーサンドボックス、Ａｐｐｌｅのインテリジェント・トラッキング・プ

リベンション、そのＡｐｐ Ｓｔｏｒｅでの広告ＩＤのオプトインの試みがされて、や

り取りが難しくなっています。直接サービスを提供してユーザーデータを取るというこ

とが一般的になっていて、その人たちがそのサービスにおいて勝つのみならず、データ

においても勝つというような状況が生じているかと思います。 

 したがって、例えばその５節のコンテンツ・サービスの振興のところに、やはりコン

テンツ・サービスで負けると、コンテンツで単に負けただけではなくてそのデータも取

られるということを記述すべきだと思います。例えば、ウォールド・ガーデンの問題の

ように、アテンションエコノミーによって限りなく勝ち続けているのではないかと思い

ます。 

 コンテンツの良さや面白さ、便利さでアテンションを獲得し、それによってユーザー

データを獲得する、そして、それによってさらにカスタマイズしたサービスが提供でき

るというサイクルになっていますので、やはり総論のほうで書いたデジタル敗戦を受け

止めて、コンテンツが勝負なのだと示すのが良いかと思います。アテンションエコノミ

ーがどうなるかのような話やウォールド・ガーデンの話もあると書いていただけると良

いと思います。正直に申し上げると、私個人としては、これはＤＦＦＴで何とかなる話

では全然ないと思っておりますが、政府全体として、我々はそういったところにＤＦＦ

Ｔで立ち向かうとするのは全然結構だと思います。もう少しこの総論の部分で、コンテ

ンツで負けているから、このままだと全部負ける、広告も負けるし、新サービスの開発

も負けるというようなことを５節の冒頭で書いて、危機感をあおっていただくのが良い

のではないかと思います。以上です。 

○森川主査 森専門委員、ありがとうございます。 

 それでは、岩浪専門委員、お願いいたします。 

○岩浪専門委員 インフォシティ岩浪です。今のお話や先ほどの森専門委員のお話、大谷

専門委員のご意見をさらに応援するような意味での発言なのですが、私は自由なインタ

ーネットの信奉者であるわけですが、昨今ですとインターネット上の言論の自由まで問

題になってしまうことになっています。森専門委員がおっしゃったように、ユーザーの

スマートデジタルライフというのは、結局のところ、やはりビッグテックの上に依存し

ているというのが現状だと思います。 

  ３日ほど前に、ＥＵでもついにデジタルサービス法の合意に至るという事態にまでな
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ってきていまして、今や、ユーザーライフのみならず、下手すると民主主義が左右され

るくらいの時代になっているので、もう政府が出ていかざるを得ないという状態にまで

なっていることを示しているのではと思っております。 

  したがって、もちろん日本においてもそういう制度なども必要ですし、私の期待とし

ては、前回申し上げましたが、社会共通のデジタルの基盤として、そういったものに依

存しないで、スマートなデジタルの社会ができるように、もっと社会共通の投資が要る

のではないかと考えているところでございます。 

  どこの項に云々というわけではないですが、森専門委員がおっしゃるように、全体的

なところに、もっと、全員でやるべきことや統一すべきことがあるというメッセージが

出せれば良いと、そんなふうに思っております。以上です。 

○森川主査 ありがとうございます、岩浪専門委員。 

 それでは、西潟企画官、何かございましたらお願いいたします。 

○西潟企画官 ありがとうございました。まず、桑津委員からいただいた部分からです。

人のいないところのカバー率は、確かに、例えば光ファイバーを人口カバー率で９９.９

９％整備しても、日本全国で地理的に見ればまだ６割７割というところが実態としてあ

りますし、逆に言えばその残りの３割のところこそ、５Ｇ含めて、具体的な例としてい

ただいた僻地での無人走行のバスが利用される典型なのかと思いました。事務局として

もその思いは入っていましたが、少し書きぶりや現状どうなっているかを精査したいと

思います。ありがとうございました。 

 それから、森川主査からいただきました、リニアモデルのループのところでございま

す。この図についても、未完成のポンチ絵ではありましたが、あらためて、先生からい

ただいたとおり、ノイジーになり過ぎない範囲でバージョンアップをしたいと思います。 

 それから、宇宙の件のご指摘をいただきました。私も昨日、報道を拝見しましたが、

事務局でも事実関係を確認して、具体例の一つとして考えてまいりたいと思います。 

 それから、森専門委員からいただきましたデータの部分は、どこかで触れられないの

か、あらためて精査をしてみたいと思います。 

 それから、岩浪専門委員からいただきました、実際の投資のところについて、攻めの

投資に触れてはいるのですが、よりハイレベルな意味での社会投資というようにおっし

ゃったと思いますので、どこかで触れられないか、少し考えてみたいと思います。あり

がとうございました。 
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○森川主査 ありがとうございます。 

 そろそろ良い時間になってきておりますが、ほかの先生方から追加でコメント等ござ

いましたらお受けいたします。全体を通してのご発言も承りますが、いかがですか。 

 よろしいですか。ありがとうございます。 

 それでは、これから報告書（案）を報告書にすべく、事務局の皆様方には大変なゴー

ルデンウイークになろうかと思いますが、先生方からいただいたコメント等も、反映で

きるところは反映いただければというふうに思っております。 

 それでは、最後に事務局から次回の日程等についてご案内をお願いできますでしょう

か。 

○植田主査 事務局でございます。本日もありがとうございました。 

 次回の総合政策委員会につきましては、５月１０日火曜日の１０時から、同じくウェ

ブ方式で開催させていただければと思います。以上です。 

○森川主査 ありがとうございます。 

 皆様方、５月１０日火曜日の午前中になります。それまで、事務局の皆様方、せっか

くのゴールデンウイークですが、ぜひよろしくお願いいたします。 

 それでは、以上をもちまして、総合政策委員会の第９回を終了とさせてください。本

日もお集まりいただきまして、ありがとうございました。 

 これにて閉会とさせていただきます。 

（以上） 

 


